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中国が10月19日に発表した2017年7-9月期の実質GDP（国内総生産）成長率は、前年同期比6.8％増で前期

（6.9％）に比べて伸び率はやや減速しましたが、1-9月期では同6.9％増となり、通年で17年の政府目標である

6.5％前後の達成は確実とみられます。17年1-9月期のGDP寄与度をみると、1-6月期との比較で、消費

（4.45％）は上回り、投資（2.26％）は横ばい、純輸出（0.19％）は下回りました。

1-9月期の投資は前年同期比7.5％増となり、インフラ投資は伸びる一方で民間投資が伸び悩んだことから1-6
月期に比べて伸び率は鈍化しました。また、鉱工業生産についても、環境規制の強化で工場の生産停止や廃業

が広がった影響などから伸び率は鈍化し、同6.7％増となりました。一方、1-9月期の小売売上高は、自動車は振

るわなかったものの化粧品や医薬品、家具などが好調で、同10.4％増と堅調に推移しました。特に、小売売上高

の18％超を占めるネット通販については、同34.2％増と加速しました。なお、名目GDPの産業別比率では、サー

ビス産業（第三次産業）が約53％と50％を上回っており、政府が目指すサービス業への構造改革は進んでいると

みられます。

5年に1度開かれる最重要会議である共産党大会が18日に開幕しており、24日の最終日には中国の行動指針

が決定され、閉幕後に習政権の新指導部が発表される予定です。習近平国家主席は、党大会初日の演説の中

で「小康社会（ややゆとりのある社会）を完成させ、今世紀半ばまでに社会主義の現代化した強国を築く」との目

標を示しました。さらに、中国は高速成長段階から質の高い発展を目指す段階に移行する中で「品質第一、効率

優先」の方針を堅持し、「一帯一路（シルクロード経済圏）」での国際協力を積極的に促進し自由貿易圏を建設、

開かれた世界経済の維持・発展をめざす方針なども示しました。これらの方針は前述の行動指針に盛り込まれる

とみられ、引き続き、安定成長を保ちつつ新常態（経済の質を重視した安定成長）や構造改革を前進させていくと

期待されます。
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中国の17年7-9月期実質GDP成長率は
やや減速し6.8％増

楽読
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実質GDP成長率（前年同期比）の推移
（2011年1-3月期～2017年7-9月期）

※上記は過去のものであり、将来を約束するものではありません。

（CEICのデータをもとに日興アセットマネジメントが作成）

鉱工業生産と固定資産投資の推移
（2011年1-3月期～2017年7-9月期）

（注）実質GDP成長率以外の統計は、すべて年初来累計

小売売上高とネット通販の推移
（2011年1-3月期～2017年7-9月期）
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